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な どのメンバーで もあ る。
（1） 南部アフリカ開発共同体(SADC ）1974
年、南ローデシアの黒人開放闘争を政治面・軍事面から支援するためとしながら、ザンビ ア、
ボツワナ、タンザニ ア、そしてアンゴラの5 ヶ国によって南部アフリカ地域のアパルトヘ ルト反対活
動の協議体 とし ての「フロント ライン」が結成されている。1979
年 フ月、タンザユアのアリューシヤにて、これらフロ ントライン諸国は、ジンバブエ、マラ
ウイ、レソト、スワジランドをも加えながら、南アフリカの アパルトヘイト体制に対抗し、政治的
そし て経済的に協力するためとの共同機構を設立するとの合意に達し、追って1980 年4 月、ザンビ
アのルサカにて「南部アフリカ ；経済の自由化に向けて」 との共同宣言が採択 され、アンゴラ、ボ








































































ボロネ市に設置されてい る。SADC 事務局 としては、SADC 事業計画の策定、並びに、SADC 事業
の実施・管理 に係わる総合 調整を主なる業務としているが、その外、SADC 機構の全般的管理、首
脳会議並びに閣僚会議による決議事項 の実施・管理、地域統合な どの課題に関するワークショップ
な どの開催、 そして、SADC 加盟諸国を代表しての対外政府・機関 との援助の受 け入れ調整 にも当
たっている。1995
年には、南部アフリカ地域にあって貴重な水資源の共同開発を相互に確認した「水資源共有
システム(SharedWaterCourseSystem ）」に関する議定書が調印 されている。 また、同年 には、域
内電力エ ネルギーの有効利用を目処とした「南部アフリカ・パワー・プール（SouthernAfricanPowerPoo1
） に関する覚え書き」がザイール（現コンゴ民主共和国）を併合しながら調印されてい る。1996
年6 月には、新しいSADC 機構としての「SADC 政治、防衛、並びに、安全保障機構（SADCOrganonPolitics,DefenseandSecurity
）」が設置されており、ジンバブエのムガベ大統領が初代
議長 とし て選任されてい る。同機構は、国家の領土的主権と独立を尊重しつつ、地域の平和、連帯、
安全保障 を強化し、人権、民主主義、法の秩序を尊重し、公平 な経済発展を促進する事を目的 とし
ている。1996
年8 月レ ソト王国の首都 マセルにて開催されたSADC 首脳会議 にては「貿易」「エネルギー」F
運輸・通信・気象観測」並びに「麻薬密輸取締 まり」に関しての議定書が調印 されてい る。 追っ
て、1997 年9 月のマラウイのプランタイヤにて開催のSADC 首脳会議 にて「鉱業」と「教育・訓練」
に関 する議定書が調印されている。
なお、「SADC 貿易議定書（SADCTradeProtocol ）」は、SADC 加盟国全域を「自由貿易地域（FreeTradeArea:FTA
）」とするとの構想を持ってお り、8 年間とのタイム・スパンを置 きながら、加盟












（SADC に係わる詳細については、平成10 年3 月 に刊行の東洋大学国際地域学部紀要「国際地域研
究」創刊号に掲載の拙論を参照されたい。）


























































































（2) 東・南部アフリカ共同市場 （COMESA ）1981
年、東部並びに南部アフリカ地域の12 ヶ国によって「特恵貿易地域 （PreferentialTradingArea:PTA
）」が設 置されてい るが、同機構 は、1994 年12 月 に至 り「東・南部 アフリカ共同 市場
（CommonMarketforEastandSouthernAfrica:COMESA 」」にと発展的に改組されている。現
在、東部並びに南部アフリカ地域の23 ヶ国が加盟してい るが、ボツワナはオブザーバーとの立場 に
あり、南アフリカは未だこれには加 盟していない。COMESA
は、2000 年 までに加盟諸国間の関税並びに非関税障害を撤廃しての「地域内共通市場
（RegionalCommonMarket ）」を創設することにある。COMESA は、関税の引 き下げ、非関税貿
易障害の排除、国際輸送・国境通関手続 きの簡素化などによって域内貿易の振興に資 することを目
的 としている。























































は、1994年8 月ボツワ ナのハ ボロネにて開催のSADC 首脳会議において、SADC ・COMESA
両機構により任命されたコンサルタンツが提出の「SADC ・COMESA 両機構の事業活動
の調和、調整、合理化に関する調査報告並びに勧告書」のうち「勧告オプション4 」即ち「PTA 地
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レ にて開催されるに至ったが、SADC 側 よりボツワナ国メラフエ外務大臣、COMESA 側 よりはマラ
ウイ国チャジラ通商・工業大臣が共同議長の任に当たり、両機構代表それぞれ5 閣僚出席 による討
議が行 われてい る。SADC
としては、SADC 加盟諸国がCOMESA を脱退し、またSADC 非加盟諸国が新たな地域機
構 を設立するとの展開は、「アフリカ経済共同体」設立の為の「アブジャ決議」の趣旨からも、これ
を奨励・促進すべきであり、SADC と新機構 との緊密な協力関係 を確立する事は極めて重要 として
いる。1996
年8 月にハラレにおいて開催されている両機構共同閣僚会議 にて、SADC 側としては「将来





振興」「運輸・通信」の各部門 を域内協力問題について担当し、SADC は「農業・食 糧保障」「交通
インフラの開発」「鉱業・エネルギー」「平和・安全保障・秩序の安定」に関する問題を担当すべき
であ ると主張しており、SADC としては、これを是認していない。
ハラレでの「SADC ・COMESA 共同閣僚会議」へのSADC 側閣僚代表のボツワナ国 メラフ エ外
務大臣は、1996 年のマセルSADC 閣僚会議に対して「Weagreedtonottoagree 」 としながら、SADC









リカの脱 アパルトヘルト によって地域機構としての存在意義が問われる状況 になったことから、よ
り経済的 な側面を重視する方向で組織固めを行い、SADC としての脱皮を図ったと見ることが可能
である。


















－PTA 地域を「PTANORTH 」、並びに、SADC 加盟諸国により構成される「PTASOUTH 」との
二つの地域に区分していくとのシナリオが描かれていくものと思慮される。
南アフリカを取り囲む関税同盟SACU システムの南部アフリカ地域諸国への拡張についても検
討されてはいるが、アイデアとしての段階から飛び出しての議論も何らの進展は見ていない。
例えば、1996年に調印されている「SADC 貿易議定書」は、SADC 加盟国間相互貿易に係わる関
税、非関税貿易障害の逓減的完全撤廃を目処としているが、南部アフリカ関税同盟のSADC 加盟諸
国に向けての拡大という議題も検討事項のひとつとしている。
南アフリカとしては、これまで、国内産業保護主義的とも受け取れるアプローチを指向してきて
いるが、ポスト・ウルガイ・ラウンドにあってのグロバライゼーションに向けて、現行のSACU 関
税率の下向き改定が迫られている。これまで、南アフリカ国内産業の保護・育成の為に極めて高い
レベルにて関税率が設定されているものの、SADC 貿易議定書により導出される南部アフリカ自由
貿易地域、更には、WTO ／ポスト・ウルガイ・ラウンドの世界貿易構造の変革に向けて、これが南
アフリカの高関税率（即ちSACU 関税率）の段階的逓減が必要となってこよう。
現行のSACU システムにあっては、南アフリカがBLNS 諸国の輸入に係わる関税などの徴収を
代行、これに補償金を上乗せし各国に交付するとのシステムとなっているが、現今の南アフリカ経
済の停滞ぶりから見て、また、南アフリカの経済的余裕も大きくは見込まれないことからも、こう
した仕組みを維持していくことが出来得るか？との疑問も発生している。
